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１．地方公会計制度の背景

税金を活動資源とする国・地方公共団体の活動は、国民・住民福祉の増進等を目的としてお

り、予算の議会での議決を通して、議会によるチェックが働く仕組みになっています。（財政民

主主義）。このため、国・地方公共団体の会計では、予算の適正・確実な執行に資する観点か

ら、現金の授受の事実を重視する現金主義が採用されています。

一方で、国・地方を通じた厳しい財政状況の中で、財政の透明性を高め、国民・住民に対する

説明責任をより適切に果たし、財政の効率化・適正化を図るため、発生主義等の企業会計の考え

方及び手法を活用した財務書類の開示が推進されてきたところです。

地方公会計は、発生主義により、ストック情報やフロー情報を総体的・一覧的に把握すること

により、現金主義会計による予算・決算制度を補完するものとして整備するものです。具体的に

は、発生主義に基づく財務書類において、現金主義会計では見えにくい減価償却費などのコスト

や資産や負債というストックを把握することで、中長期的な財政運営への活用の充実が期待でき

ることや、そのような発生主義に基づく財務書類を、現行の現金主義会計による決算情報等と対

比させて見ることにより、財務情報の内容理解が深まるものと考えられます。
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２．財務書類とは

財務書類の体系は、①貸借対照表、②行政コスト計算書、③純資産変動計算書、④資金収支計

算書及びこれらの財務書類に関連する事項についての附属明細書、注記となります。①～④の財

務書類は相互関係があり、以下の図の通りとなります。

①貸借対照表
②行政コスト

計算書

③純資産変動

計算書

④資金収支

計算書

資産

負債

経常費用 前年度末残高 業務活動収支

経常収益 純行政コスト 投資活動収支

臨時損失 財源 財務活動収支

臨時利益
固定資産

等の変動
前年度末残高

純資産 純行政コスト 本年度末残高 本年度末残高

貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末残高に本

年度末歳計外現金残高を足したものと対応します。

貸借対照表の「純資産」の金額は、資産と負債の差額として計算されますが、これは

純資産変動計算書の期末残高と対応します。

行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書に記載されます。

付属明細書は「財務書類作成要領」の様式第 5号の通り作成します。（連結財務書類

は作成を省略しています）

うち

現金

預金
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財務書類の対象となる範囲について、以下の図の通り作成することとなります。

なお、奈良県市町村総合事務組合の退職手当事業について、総務省公表の「統一的な基準

による地方公会計マニュアル」に示されている、Ｑ＆Ａの「4.連結財務書類の手引き」№4

の通り、みなし連結を採用しています。

● 奈良県広域消防組合 ● 奈良県市町村総合事務組合

● 奈良県後期高齢者医療広域連合 ● 奈良県広域水質検査センター組合

● 南和広域医療企業団 ● 南和広域衛生組合

● 大淀町土地開発公社 ● 大淀町シルバー人材センター

● 吉野路大淀振興センター

● 国民健康保険特別会計 ● 後期高齢者医療特別会計

● 介護保険特別会計 ● 下水道事業特別会計

● 水道事業特別会計

● 一般会計 ● 住宅改修資金等貸付金特別会計

● 公園墓地事業特別会計 ● 病院事業清算特別会計

連結会計

一般会計等

全体会計
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連結対象先を合算した結果、内部取引を相殺する必要があります。この相殺については以

下の通り実施します。

相殺対象 相殺対象外

投資と資本の相殺消去 資産購入と売却の相殺消去

貸付金・借入金の債権債務の相殺消去 委託料の支払と受取

補助金支出と補助金収入 利息の支払と受取

会計間の繰入れ・繰出し

上記、相殺対象と相殺対象外については、総務省公表の「統一的な基準による地方公会計

マニュアル」に示されている「連結財務書類作成の手引き」の№81の通りです。

また、委託料の支払と受取は、同手引きの№87の通りによります。

  【特記事項】

財務書類の作成基準日は、会計年度末（３月３１日）とします。ただし、出納整理期間

中の現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数とします。その場

合、その旨及び出納整理期間に係る根拠条文（地方自治法第２３５条の５等）を注記し

ます。

財務書類の表示金額単位は、千円とします。なお、千円単位未満の計数があるときは

「０」を表示し、計数がないときは「－」を表示します。

説明中の数値は、四捨五入の関係上合計等が一致しない場合があります。
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２）勘定科目の説明

貸借対照表

貸借対照表は、基準日時点における地方公共団体の財政状態（資産・負債・純資産の残高及び内

訳）を明らかにすることを目的として作成します。

資産の部

固定資産

有形固定資産

事業用資産 インフラ資産及び物品以外の有形固定資産

インフラ資産 システムまたはネットワークの一部であり、道路や下水道

など性質が特殊なもので代替的利用ができないこと、移動

させることができないこと、処分に関し制約をうける有形

固定資産

物品 地方自治法第２３９第１項に規定するもので、取得価額ま

たは見積価格が５０万円（美術品は３００万円）以上の車

両・備品などの資産

無形固定資産

ソフトウェア コンピューターに一定の仕事を行わせるためのプログラム

その他 ソフトウェア以外の無形固定資産

投資その他の資産

投資及び出資金 有価証券・出資金であり、有価証券は満期保有目的有価証

券及び満期保有目的以外の有価証券。出資金には地方自治

法第２３８条第１項第７号により出損金も含む。

投資損失引当金 出資金の内、連結対象団体及び会計に対するものについ

て、実質価額が３０％以上低下した場合に、実質価額と取

得価額の差額

長期延滞債権 債権回収予定日から１年以上経過した未回収の債権

長期貸付金 地方自治法第２４０条第１項に規定する債権である貸付金

の内、流動資産に区分されるもの以外のもの

基金 基金の内、流動資産に区分されるもの以外のもの

徴収不能引当金 長期延滞債権・長期貸付金が徴収不能になった場合に備

え、過去の徴収不能実積率により算定したもの
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流動資産

現金預金 現金及び現金同等物

未収金 現年調定の収入未済額

短期貸付金 翌年度に償還期限が到来するもの

基金 財政調整基金及び減債基金。減債基金は１年に取り崩す予

定のあるもの。

棚卸資産 売却を目的として保有している資産

徴収不能引当金 未収金・短期貸付金が徴収不能となった場合に備え、過去

の徴収不能実積率により算定したもの

負債の部

固定負債

地方債 償還予定が１年超の地方債

長期未払金 地方自治法第２１４条に規定する債務負担行為で確定債務

と見なされるもの及びその他の確定債務のうち流動負債に

区分されるもの以外のもの

退職手当引当金 期末時点で職員が自己都合退職した場合の要支給額

損失補償等引当金 履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地

方公共団体財政健全化法上、将来負担比率の算定に含めた

将来負担額

流動負債

１年内償還予定地方

債

１年以内に償還予定の地方債

未払金 役務の提供が完了しその支払いが未済のもの

未払費用 役務の提供が継続中でその支払いが未済のもの

前受金 対価の収受があり役務の提供を行っていないもの

前受収益 対価の収受があり役務の提供が継続中のもの

賞与等引当金 在籍者に対する６月支給予定の期末・勤勉手当総額とそれ

らに係る法定福利費相当額を加算した額の４／６

預り金 第三社から寄託された資産に係る見返負債

純資産の部

固定資産等形成分 資産形成のために充当した資源の蓄積

余剰分（不足分） 費消可能な資源の蓄積
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行政コスト計算書

行政コスト計算書は、会計期間中の地方公共団体の費用・収益の取引高を明らかにすることを目

的として作成します。

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費 職員給与や共済費など職員等に対して勤労の対価や報酬とし

て支払われる費用

賞与等引当金繰入額 賞与等引当金の当該年度発生額

退職手当引当金繰入額 退職手当引当金の当該会計年度発生額

その他 上記以外の人件費

物件費等

物件費 職員旅費、委託料、消耗品や備品購入費、使用料及び賃借

料、光熱水費など消費的性質の経費で資産計上されないもの

維持補修費 資産の機能維持のために必要な修繕費等

減価償却費 一定の耐用年数に基づき計算された当該会計期間中の負担と

なる資産価値減少金額

その他 上記以外の物件費等

その他の業務費用

支払利息 地方債等に係る利息負担金額

徴収不能引当金繰入額 徴収不能引当金の当該会計年度発生額

その他 上記以外のその他の業務費用

移転費用

補助金等 一部事務組合への負担金など政策目的による補助金等

社会保障給付 福祉医療や児童手当、障害者支援など社会保障給付としての

扶助費等

他会計への繰出金 国民健康保険特別会計や水道事業会計など地方公営事業会計

に対する繰出金

その他 上記以外の移転費用

経常収益

使用料及び手数料 地方公共団体が提供するサービスの対価として使用料・手数

料の形態で徴収する金銭

その他 上記以外の経常収益
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臨時損失

災害復旧事業費 災害復旧に関する費用

資産売却損 資産の売却による収入が帳簿価額を下回る場合の差額及び除

却した資産の除却時の帳簿価額

投資損失引当金繰入額 投資損失引当金の当該会計年度発生額

損失補償等引当金繰入額 損失補償等引当金の当該会計年度発生額

その他 上記以外の臨時損失

臨時利益

資産売却益 資産の売却による収入が帳簿価額を上回る場合の差額

その他 上記以外の臨時利益

純資産変動計算書

純資産変動計算書は、会計期間中の地方公共団体の純資産の変動、すなわち政策形成上の意思決

定またはその他の事象による純資産及びその内部構成の変動（その他の純資産減少原因・財源及

びその他の純資産増加原因の取引高）を明らかにすることを目的として作成します。

純行政コスト

純行政コスト 行政コスト計算書の収支尻である純行政コストと連動

財源

税収等 地方税、地方交付税及び地方譲与税等

国県等補助金 国庫支出金及び都道府県支出金等

固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加 有形固定資産及び無形固定資産の形成による保有資産の増加

額または有形固定資産及び無形固定資産の形成のために支出

した金額

有形固定資産等の減少 有形固定資産及び無形固定資産の減価償却費相当額及び除売

却による減少額または有形固定資産及び無形固定資産の売却

収入、除売却相当額及び自己金融効果を伴う減価償却費相当

額

貸付金・基金等の増加 貸付金・基金等の形成による保有資産の増加額または新たな

貸付金・基金等のために支出した金額

貸付金・基金等の減少 貸付金の償還及び基金の取崩等による減少額または貸付金の

償還収入及び基金の取崩収入相当額等
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資産評価差額

資産評価差額 有価証券等の評価差額

無償所管換等

無償所管換等 無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等

その他

その他 上記以外の純資産及びその内部構成の変動

資金収支計算書

地方公共団体の資金収支の状態、すなわち地方公共団体の内部者（首長、議会、補助機関等）の

活動に伴う資金利用状況及び資金獲得能力を明らかにすることを目的として作成します。

業務活動収支

業務支出

業務費用支出

人件費支出 人件費に係る支出

物件費等支出 物件費等に係る支出

支払利息支出 地方債等に係る支払利息の支出

その他の支出 上記以外の業務費用支出

移転費用支出

補助金等支出 補助金等に係る支出

社会保障給付支出 社会保障給付に係る支出

他会計への繰出支出 他会計への繰出に係る支出

その他の支出 上記以外の移転費用支出

業務収入

税収等収入 税収等の収入

国県等補助金収入 国県等補助金の内、業務支出の財源に充当した収入

使用料及び手数料収入 使用料及び手数料の収入

その他の収入 上記以外の業務収入

臨時支出

災害復旧事業費支出 災害復旧事業費に係る支出

その他の支出 上記以外の臨時支出

臨時収入

臨時収入 臨時にあった収入
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投資活動収支

投資活動支出

公共施設等整備費支出 有形固定資産等の形成に係る支出

基金積立金支出 基金積立に係る支出

投資及び出資金支出 投資及び出資金に係る支出

貸付金支出 貸付金に係る支出

その他の支出 上記以外の投資活動支出

投資活動収入

国県等補助金収入 国県等補助金の内、投資活動支出の財源に充当した収入

基金取崩収入 基金取崩による収入

貸付金元金回収収入 貸付金に係る元金回収収入

資産売却収入 資産売却による収入

その他の収入 上記以外の投資活動収入

財務活動収支

財務活動支出

地方債償還支出 地方債に係る元本償還の支出

その他の支出 上記以外の財務活動支出

財務活動収入

地方債発行収入 地方債発行による収入

その他の収入 上記以外の財務活動収入
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３．大淀町の財務書類について

１）貸借対照表
（単位 千円）

一般会計等 全体会計 連結会計

30,165,855 49,454,971 53,838,133

26,958,757 44,617,754 48,383,456

事業用資産 15,147,365 15,147,365 18,388,350

インフラ資産 11,676,263 29,296,513 29,296,513

物品 135,130 173,876 698,593

13,922 2,093,966 2,097,717

3,193,176 2,743,251 3,356,960

2,278,539 4,364,789 6,208,980

686,530 2,084,844 3,009,131

26,314 143,269 599,681

1,542,334 2,105,960 2,159,016

23,361 30,716 441,152

32,444,394 53,819,760 60,047,113

7,486,767 23,024,293 26,718,230

5,651,891 11,802,523 13,124,875

1,809,884 1,882,127 2,540,744

23,120 23,120 0

1,872 9,316,523 11,052,611

768,652 1,356,711 2,449,238

632,084 1,085,045 1,638,636

104,752 113,089 238,470

31,816 158,577 572,132

8,255,419 24,381,004 29,167,468

31,730,602 51,581,702 56,417,921

-7,541,628 -22,142,946 -25,538,276

24,188,974 29,438,756 30,879,645

32,444,394 53,819,760 60,047,113

投資その他の資産

勘定科目名

資産の部

固定資産

有形固定資産

無形固定資産

流動負債

流動資産

現金預金

未収金

基金

その他流動資産

資産合計

負債の部

固定負債

地方債

退職手当引当金

その他固定負債

損失補償等引当金

純資産合計

負債・純資産合計

１年内償還予定地方債

賞与等引当金

その他流動負債

負債合計

純資産の部

固定資産等形成分

余剰分（不足分）
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（２）行政コスト計算書

（単位 千円）

一般会計等 全体会計 連結会計

7,678,754 11,839,305 16,624,862

3,876,219 4,920,735 8,712,582

1,503,206 1,593,985 3,487,980

1,156,418 1,216,006 2,807,659

346,788 377,979 680,321

2,298,982 3,109,272 4,817,543

物件費 1,211,611 1,370,832 2,375,142

維持補修費 15,201 22,623 64,830

減価償却費 1,072,170 1,715,817 2,169,427
その他物件
費

0 0 208,144

74,031 217,479 407,060

3,802,535 6,918,570 7,912,280

2,278,943 5,995,851 4,313,210

837,807 837,807 3,485,553

685,785 113,517

436,262 972,573 3,240,011

152,570 672,821 2,474,399

283,692 299,752 765,612

7,242,492 10,866,732 13,384,851

2,275,556 2,288,820 2,330,578

12,238 12,238 41,892

9,505,811 13,143,314 15,673,538

その他人件費

勘定科目名

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

使用料及び手数料

物件費等

その他の業務費用

移転費用

補助金等

社会保障給付

その他移転費用

経常収益

その他経常収益

純経常行政コスト

臨時損失

臨時利益

純行政コスト



13

（３）純資産変動計算書

（単位 千円）

固定資産等形成分 余剰分（不足分）

24,854,213 32,812,238 -7,958,025

-9,505,811 0 -9,505,811

8,825,460 0 8,825,460

税収等 5,259,684 0 5,259,684

国県等補助金 3,565,776 0 3,565,776

0 -1,096,748 1,096,748

有形固定資産等の増加 0 238,878 -238,878

有形固定資産等の減少 0 -1,072,170 1,072,170

貸付金・基金等の増加 0 876,604 -876,604

貸付金・基金等の減少 0 -1,140,059 1,140,059

15,112 15,112 0

-665,239 -1,081,636 416,396

24,188,974 31,730,602 -7,541,628

固定資産等形成分 余剰分（不足分）

29,994,627 53,005,158 -23,010,531

-13,143,314 0 -13,143,314

12,572,331 0 12,572,331

税収等 7,038,127 0 7,038,127

国県等補助金 5,534,204 0 5,534,204

0 -1,438,073 1,438,073

有形固定資産等の増加 0 573,292 -573,292

有形固定資産等の減少 0 -1,785,405 1,785,405

貸付金・基金等の増加 0 1,049,677 -1,049,677

貸付金・基金等の減少 0 -1,275,637 1,275,637

15,112 14,617 495

-555,871 -1,423,456 867,585

29,438,756 51,581,702 -22,142,946

固定資産等形成分 余剰分（不足分）

31,500,906 59,645,854 -28,144,948

-15,673,538 0 -15,673,538

15,198,810 0 15,198,810

税収等 8,274,541 0 8,274,541

国県等補助金 6,924,269 0 6,924,269

0 -1,371,362 1,371,362

有形固定資産等の増加 0 653,593 -653,593

有形固定資産等の減少 0 -2,250,525 2,250,525

貸付金・基金等の増加 0 1,159,037 -1,159,037

貸付金・基金等の減少 0 -933,466 933,466

-146,533 -1,856,571 1,710,038

-621,261 -3,227,933 2,606,672

30,879,645 56,417,921 -25,538,276

※ 本資料上は、資産評価差額、無償所管換等はその他に含めています

純行政コスト

一般会計等
合計

勘定科目名

前年度末純資産残高

財源

財源

固定資産等の変動（内部変動）

その他

本年度純資産変動額

本年度末純資産残高

全体会計
合計

勘定科目名

前年度末純資産残高

純行政コスト

固定資産等の変動（内部変動）

その他

本年度純資産変動額

本年度末純資産残高

連結会計

その他

本年度純資産変動額

本年度末純資産残高

勘定科目名

前年度末純資産残高

純行政コスト

財源

固定資産等の変動（内部変動）

合計
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（４）資金収支計算書

（単位 千円）

一般会計等 全体会計 連結会計

6,602,818 10,091,769 14,236,783

業務費用支出 2,800,282 3,184,701 6,336,909

移転費用支出 3,802,535 6,907,068 7,899,874

6,875,401 10,855,018 15,260,189

2,267,334 2,278,527 2,320,205

2,156,684 2,156,684 2,198,326

161,934 641,406 901,527

865,741 1,156,282 1,317,215

公共施設等整備費支出 238,878 488,304 568,539

基金積立金支出 574,435 667,492 748,189

その他投資活動支出 52,428 486 487

1,042,715 1,119,760 1,334,827

国県等補助金収入 114,468 177,318 204,152

基金取崩収入 449,316 449,316 484,271

その他投資活動収入 478,931 493,126 646,404

176,974 -36,522 17,612

600,119 1,052,278 1,278,868

地方債償還支出 599,503 1,051,663 1,275,500

その他財務活動支出 616 615 3,368

588,600 845,000 871,936

地方債発行収入 588,600 845,000 871,936

その他財務活動収入 0 0 0

-11,519 -207,278 -406,932

327,390 397,605 512,207

327,938 1,656,037 2,707,590

655,328 2,053,643 2,975,979

686,530 2,084,844 3,009,131

0 0 -243,818

31,201 31,201 33,152

財務活動収入

財務活動収支

本年度資金収支額

前年度末資金残高

本年度末資金残高※

※比例連結割合変更に伴う差額

※本年度歳計外現金残高

財務活動収支

勘定科目名

業務活動収支

業務支出

業務収入

臨時支出

臨時収入

業務活動収支

投資活動収支

投資活動支出

投資活動収入

投資活動収支

本年度末現金預金残高※

財務活動支出
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４．財務書類分析

（１）財務指標分析

資産形成度 ： 将来世代に残る資産はどのくらいあるか

有形固定資産の行政目的別割合

割合 （一般会計等ベース）
生活インフラ・国土保

全
49.52％ 産業振興 0.01％

教育 23.81％ 消防 0.53％
福祉 1.65％ 総務 23.33％
環境衛生 1.15％ 合計 100.00％

（全体会計ベース）
生活インフラ・国土保

全
64.02％ 産業振興 0.01％

教育 16.62％ 消防 0.37％
福祉 1.15％ 総務 16.29％
環境衛生 1.54％ 合計 100.00％

生活インフラ・国土保全 道路、橋梁、公園、下水道、公営住宅など

教育 幼稚園、小学校、中学校、ポーツ施設など

福祉 保育園、老人憩いの家、保健センターなど

環境衛生 廃棄物処理施設、斎場、水道など

産業振興 観光施設、商工施設、農林業用資産など

消防 消防署、消防車、防火水槽、消火栓など

総務 庁舎、普通財産、その他上記以外の資産など

計算式 各行政目的別資産額 ÷ 有形固定資産合計

コメント 行政分野ごとの社会資本形成の比重の把握が可能となります。また、類

似団体との比較により資産形成の特徴を把握し、今後の資産整備の方向

性を検討する資料となります。

生活インフラ・国土保全 教育

福祉 環境衛生

産業振興 消防

総務

生活インフラ・国土保全 教育

福祉 環境衛生

産業振興 消防

総務
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住民一人当たり資産額

金額 一般会計等 1,911千円
全体会計  3,170千円
連結会計  3,537千円

計算式 資産合計額 ÷ 住民基本台帳人口

コメント 大淀町所有の資産を住民一人当たりの金額を算出したものです。

歳入額対資産比率

比率 一般会計等 2.95年
全体会計  3.24年

計算式 資産合計額 ÷ 歳入合計

コメント これまでに形成されたストックとしての資産が、歳入の何年分に相当する

かを表し、地方公共団体の資産形成の度合いを測ることができます。資産

の維持費用を考慮すると、この比率が高ければよいというわけではありま

せん。歳入に応じた資産を保有しているかを見る必要があります。

有形固定資産減価償却率

比率 一般会計等 64.09％
全体会計  54.20％

計算式 減価償却累計額 ÷ （有形固定資産取得価額 － 非償却資産額）

コメント 耐用年数に対して資産（土地以外）の取得からどの程度経過しているのか

を全体として把握することができます。

世代間公平性 ： 将来世代と現世代との負担の分担は適切か

純資産比率

比率 一般会計等 74.56％
全体会計  54.70％
連結会計  51.43％

計算式 純資産合計 ÷ 資産合計

コメント 資産形成について過去及び現世代が既に負担してきた割合を表しています。

経年比較することで現世代と将来世代の負担の割合を表すものとなります。
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社会資本等形成の世代間負担比率

比率 一般会計等 10.58％
全体会計  20.24％
連結会計  22.45％

計算式 地方債残高（臨時財政対策債等の特例地方債の残高を除く） ÷ （有形固定資産 ＋ 無形固定資

産）

コメント 社会資本等形成に係る将来世代の負担の比重を把握することができ、純資産

比率と合わせて見ていく必要がある比率です。社会資本等の資産をもつため

に地方債に頼りすぎると、この比率は高くなっていきます。

持続可能性 ： 財政に持続可能性があるか（どのくらい借金があるか）

住民一人当たり負債額

金額 一般会計等  486千円
全体会計  1,436千円
連結会計  1,718千円

計算式 負債合計額 ÷ 住民基本台帳人口

コメント 大淀町が抱える負債を住民一人当たりの負担額を表したものです。

基礎的財政収支（プライマリーバランス）

金額 一般会計等  505,084千円
全体会計   972,830千円
連結会計  1,341,074千円

計算式 業務活動収支（支払利息支出を除く） ＋ 投資活動収支（基金積立支出、取崩収入を除

く）

コメント 地方債の発行に頼らずに歳入歳出のバランスが均衡できているかを表すもの

となります。ここがマイナスであると、地方債発行や基金取り崩しを行わな

ければ支出金額を賄えなかったことを示しています。中長期的にはプラスに

なるような財政運営が必要となります。

債務償還可能年数

年数 一般会計等 5.76年
計算式 （将来負担額 － 充当可能財源） ÷ （経常一般財源等 － 経常経費充当財源等）

コメント 実質債務が償還財源上限額の何年分あるかを示す指標で、債務償還能力は、

債務償還可能年数が短いほど高く、債務償還可能年数が長いほど低いといえ

ます。
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効率性 ： 行政サービスは効率的に提供されているか

住民一人当たり純行政コスト

金額 一般会計等  560千円
全体会計   774千円
連結会計   923千円

計算式 純行政コスト ÷ 住民基本台帳人口

コメント 地方公共団体の全ての行政活動の効率性を測定することができます。この

財務書類は発生主義の考え方を取り入れているため、減価償却費など目に

見えないコストも含まれ、これまでの決算書よりも正確なコスト計算が行

われています。規模のメリットにより人口の多い地方公共団体の方が１人

あたりのコストは小さくなる傾向にあります。今後、他の地方公共団体と

比較し適正なコストであるか見ていくことが必要です。

住民一人当たり性質別行政コスト

金額 人件費

一般会計等  89千円
全体会計   94千円
連結会計  205千円

物件費等（減価償却費を除く）

一般会計等  72千円
全体会計   82千円
連結会計  156千円

減価償却費

一般会計等  63千円
全体会計   101千円
連結会計  128千円

補助金等

一般会計等 134千円
全体会計  353千円
連結会計  254千円

社会保障給付

一般会計等  49千円
全体会計   49千円
連結会計  205千円

計算式 各性質別コスト ÷ 住民基本台帳人口

コメント 各性質別（人件費、物件費等など）の住民一人当たりの金額を算出するこ

とで、「住民一人当たり行政コスト」をより詳細に把握することができま

す。補助金等には国民健康保険や後期高齢者医療保険・介護保険への繰出

しが含まれています。大淀町では高齢化が進んでいるため、今後も補助金

等の割合が増えることが予想されます。
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弾力性 ： 資産形成等を行う余裕はどのくらいあるか

行政コスト対税収等比率

比率 一般会計等 107.77％
全体会計  104.54％
連結会計  103.12％

計算式 純行政コスト ÷ （税収等 ＋ 国県等補助金）

コメント 純行政コストに対してどれだけが今年度の負担（税収等や国県等補助金）

で賄われたかを表しています。この比率が１００％に近づくほど資産形成

の余裕度が低く、１００％を上回ると過去から蓄積した資産が取崩された

か、翌年度以降の負担が増加したことを表します。つまり、１００％を上

回るとは行政コストを今年度の税収等で賄えなかったということです。少

子高齢化や人口減少に伴う税収の減少と行政コストの増加は財政状態が厳

しいことを示しています。

自律性 ： 歳入はどのくらい税収等で賄われているか（受益者負担の水準はどうなっている

か）

受益者負担比率

比率 一般会計等 5.68％
全体会計   8.21％
連結会計  19.49％

計算式 経常収益 ÷ 経常費用

コメント 経常収益（使用料・手数料など）を経常費用（人件費・物件費等など）と比

較することで行政サービスの提供に対する受益者負担の割合を算出すること

ができます。一般会計等と全体会計・連結会計で比率に差がある理由は、全

体会計・連結会計には上下水道の使用料・手数料が含まれているためです。

上下水道の公営企業では原則として独立採算制をとっているため、比率が高

くなります。一般会計等では行政コスト対税収等比率も合わせて考慮し、受

益者負担の増減の可能性を判断する必要があります。

 【備考】

住民一人当たりの額を計算する場合、令和２年度末（令和３年３月３１日）の住

民基本台帳人口 16,977人 を用いています。
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（２）固定資産台帳分析

固定資産更新コスト

 【解説】

財務書類を作成するために整備した固定資産台帳データを活用し、次の①②の条件を前提とし

て、５年ごとに将来の施設更新に必要な額を推計したところ下記のとおりとなりました。なお、

この推計には下水道事業会計・水道事業会計に属する固定資産は含まれていません。

①全ての資産を再調達価額で更新する

②耐用年数終了後に施設の更新を行う


